
証券コード 2764
平成28年６月８日

株 主 各 位
東京都渋谷区恵比寿四丁目17番３号

株 式 会 社 ひ ら ま つ

代表取締役社長 平 松 博 利
　

第34期定時株主総会招集ご通知
　
拝啓 平素は格別のご高配を賜り厚く御礼申しあげます。
　さて、当社第34期定時株主総会を下記により開催いたしますので、ご出
席くださいますようご通知申しあげます。
　なお、当日ご出席願えない場合は、書面によって議決権を行使することができます
ので、お手数ながら後記の株主総会参考書類をご検討のうえ、同封の議決権行使書用
紙に議案に対する賛否をご表示いただき、平成28年６月23日（木曜日）午後６時まで
に到着するようご返送くださいますようお願い申しあげます。

敬 具
記

１．日 時 平成28年６月24日（金曜日）午前11時

２．場 所 東京都港区北青山３丁目６番８号

青山ダイヤモンドホール地下１階 サファイアルーム

（末尾の会場ご案内図をご参照ください。）

３．目 的 事 項

報 告 事 項 １．第34期（平成27年４月１日から平成28年３月31日まで）事業報

告の内容、連結計算書類の内容並びに会計監査人及び監査役会

の連結計算書類監査結果報告の件

２．第34期（平成27年４月１日から平成28年３月31日まで）計算書

類の内容報告の件

決 議 事 項

第１号議案 剰余金処分の件

第２号議案 取締役７名選任の件

第３号議案 ストックオプションとして新株予約権を発行する件

以 上

〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰
　当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くだ
さいますようお願い申しあげます。
　なお、株主総会参考書類並びに事業報告、計算書類及び連結計算書類に修正が生じ
た 場 合 は、 イ ン タ ー ネ ッ ト 上 の 当 社 ウ ェ ブ サ イ ト （ア ド レ ス
http://www.hiramatsu.co.jp/）に掲載させていただきます。

当日ご出席の株主さまへのお土産は、予定しておりません。
何卒ご理解いただきますようお願い申しあげます。
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（提供書面）

事 業 報 告

（平成27年４月１日から
平成28年３月31日まで）

１．企業集団の現況に関する事項
　(1) 当連結会計年度の事業の状況

　 ① 事業の経過及び成果

当期連結会計年度における当社グループの業績は、売上高11,815百万円（前

連結会計年度比4.3％増）、営業利益2,360百万円（同12.9％減）、経常利益2,353

百万円（同15.3％減）、親会社株主に帰属する当期純利益1,577百万円（同11.9

％減）となりました。

当連結会計年度は、前連結会計年度に開店した「リストランテ ル・ミディ

ひらまつ」（平成26年６月開店）及び「リストランテ イル・チェントロひらま

つ」（平成26年８月開店）が期初より寄与したことに加え、ホテル事業の第一歩

としてスタートした「オーベルジュ・ド・ぷれざんす桜井」（平成27年９月開

店）が順調な滑り出しを見せたことなど、既存店・新店共に堅調に推移した結

果、過去最高の売上を更新いたしました。

一方、経費面において、期初におけるユーロ高や原材料費の高騰による原価

率の上昇に加え、平成28年７月以降いよいよ本格オープンが間近に迫ったホテ

ル、レストランの重要な基礎造りのための前向き且つ積極的な投資として社員

の質・数共に充実を図ったこと、及びそれら新店開業費の負担が増大したこと

などの影響により、昨年に比べ利益率が低下し減益となりましたが、これらは

いずれも弊社が大きく成長していくために必要不可欠なものであります。

当連結会計年度において、ホテル事業拡大の大きな推進力となるNTT都市開発

株式会社との資本業務提携を発表いたしました。これにより国内各地の開発や

海外展開を視野に、出店速度の加速化を目指してまいります。

　 ② 設備投資の状況

　当連結会計年度中において実施いたしました当社グループの設備投資の総額

は1,982百万円でありました。その主なものは、レストラン及びホテル事業に関

する固定資産（土地、建物など）の取得であります。

　 ③ 資金調達の状況

　当連結会計年度中に3,000百万円の借入を実行した一方で、長期借入金2,869

百万円の返済を行っております。
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　 ④ 事業の譲渡、吸収分割又は新設分割の状況

　該当事項はありません。

　 ⑤ 他の会社の事業の譲受けの状況

　該当事項はありません。

⑥ 吸収合併又は吸収分割による他の法人等の事業に関する権利義務の承継の状

況

　該当事項はありません。

　 ⑦ 他の会社の株式その他の持分又は新株予約権等の取得又は処分の状況

　該当事項はありません。

　(2) 財産及び損益の状況の推移

区 分
第 31 期

(平成25年９月期)
第 32 期

(平成26年３月期)
第 33 期

(平成27年３月期)

第 34 期
(当連結会計年度)
(平成28年３月期)

売 上 高(千円) 11,495,599 5,659,874 11,329,952 11,815,722

経 常 利 益(千円) 2,884,339 1,420,385 2,776,625 2,353,180

親会社株主に帰属する当期純利益(千円) 1,767,377 884,128 1,791,433 1,577,491

１株当たり当期純利益 (円) 43.06 23.28 45.61 41.88

総 資 産(千円) 9,362,745 11,852,093 16,154,891 15,167,604

純 資 産(千円) 3,505,957 5,296,984 5,874,099 4,871,928

１株当たり純資産額 (円) 92.42 133.65 151.02 134.03

(注) １．１株当たり当期純利益は、期中平均発行済株式総数（自己株式控除後）により算出してお
ります。

２．１株当たり純資産額は、期末発行済株式総数（自己株式控除後）により算出しております。
３．平成25年３月１日付をもって普通株式１株につき300株の割合で株式分割しております。
４．第32期より決算期を９月から３月に変更しております。これに伴い、第32期は６ヶ月間の

変則決算となります。
５．第31期は、リーマンショック以降続けてきた構造改革並びにより高い付加価値を提供する

取り組みを引き続き推進した結果、増収増益となり、前連結会計年度に引き続き過去最高
売上、及び過去最高利益を達成いたしました。また、経常利益率は、25.1％と当社グルー
プが考えるレストラン経営のあるべき姿を収益面で確立いたしました。
第32期は、各レストラン共に堅調に推移したことに加え、ブライダル施策において利益重
視の体制(お客様の要望を第一に考え、適正な利益を確保する)を強化推進した結果、経常
利益率は目標水準である25％を達成し、25.1％となりました。
第33期は、4月の消費増税や夏場の天候不順、接待需要の伸び悩みなどの影響により売上が
想定を下回る結果となりましたが、経常利益率は24.5％とほぼ目標水準を確保し、親会社
株主に帰属する当期純利益は過去最高となりました。
第34期の業績の状況につきましては、「１．企業集団の現況に関する事項（1）当連結会計
年度の事業の状況①事業の経過及び成果」に記載のとおりであります。
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　(3) 重要な親会社及び子会社の状況

　 ① 親会社との関係

　該当事項はありません。

　 ② 重要な子会社の状況

会 社 名 資 本 金 当社の議決権比率 主 要 な 事 業 内 容

HIRAMATSU
EUROPE EXPORT SARL

328,996千円
(2,505千ユーロ)

100％
飲食材の輸出入
レストランの運営

(注) 資本金の（ ）内は現地通貨で表示し、円貨換算は取得時の為替レートで算出しております。

　 ③ 事業年度末日における特定完全子会社の状況

　該当事項はありません。

　(4) 対処すべき課題

　 ① 国内での未開拓エリアの出店

　 ② 海外進出

　(5) 主要な事業内容（平成28年３月31日現在）

　レストランの経営及びこれらに付帯する一切の事業

　(6) 主要な店舗及び営業所（平成28年３月31日現在）

レ ス ト ラ ン ひ ら ま つ 広 尾 店舗：東京都港区

キ ャ ー ヴ ・ ド ・ ひ ら ま つ 店舗：東京都港区

レ ス ト ラ ン ひ ら ま つ 博 多 店舗：福岡市博多区

レ ス ト ラ ン ひ ら ま つ パ リ 店舗：フランス パリ

ラ ・ フ ェ ッ ト ひ ら ま つ 店舗：大阪市北区

リ ス ト ラ ン テ ル ・ ミ デ ィ ひ ら ま つ 店舗：大阪市北区

リ ス ト ラ ン テ イ ル ・ チ ェ ン ト ロ ひ ら ま つ 店舗：札幌市中央区

ソ ム リ エ’s ハ ウ ス 店舗：東京都港区

リ ス ト ラ ン テ A S O 店舗：東京都渋谷区

リ ス ト ラ ン テ A S O 天 神 店 店舗：福岡市中央区

ア ル ジ ェ ン ト A S O 店舗：東京都中央区

代 官 山 A S O チ ェ レ ス テ 二 子 玉 川 店 店舗：東京都世田谷区

代 官 山 A S O チ ェ レ ス テ 日 本 橋 店 店舗：東京都中央区
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リ ス ト ラ ン テ オ ル ケ ス ト ラ ー タ 店舗：奈良県奈良市

オ ー ベ ル ジ ュ ・ ド ・ リ ル サ ッ ポ ロ 店舗：札幌市中央区

オ ー ベ ル ジ ュ ・ ド ・ リ ル ナ ゴ ヤ 店舗：名古屋市中村区

オ ー ベ ル ジ ュ ・ ド ・ リ ル ト ー キ ョ ー 店舗：東京都港区

サ ン ス ・ エ ・ サ ヴ ー ル 店舗：東京都千代田区

ブ ラ ッ ス リ ー ポ ー ル ・ ボ キ ュ ー ズ ミ ュ ゼ 店舗：東京都港区

メ ゾ ン ポ ー ル ・ ボ キ ュ ー ズ 店舗：東京都渋谷区

ブ ラ ッ ス リ ー ポ ー ル ・ ボ キ ュ ー ズ 銀 座 店舗：東京都中央区

ブ ラ ッ ス リ ー ポ ー ル ・ ボ キ ュ ー ズ 大 丸 東 京 店舗：東京都千代田区

ブ ラ ッ ス リ ー ポ ー ル ・ ボ キ ュ ー ズ ラ ・ メ ゾ ン 店舗：名古屋市中村区

ジ ャ ル ダ ン ポ ー ル ・ ボ キ ュ ー ズ 店舗：石川県金沢市

ブ ラ ッ ス リ ー ポ ー ル ・ ボ キ ュ ー ズ 博 多 店舗：福岡市博多区

ボ タ ニ カ 店舗：東京都港区

ア イ コ ニ ッ ク 店舗：東京都中央区

オ ー ベ ル ジ ュ ・ ド ・ ぷ れ ざ ん す 桜 井 店舗：奈良県桜井市

本 社 東京都渋谷区

(注) リストランテASOはカフェ・ミケランジェロを、ブラッスリー ポール・ボキューズ ミュゼは
サロン・ド・テ ロンド、カフェ コキーユ、カフェテリア カレを、ジャルダン ポール・ボキ
ューズはカフェ&ブラッスリー ポール・ボキューズを併設しております。

　(7) 使用人の状況（平成28年３月31日現在）

　 ① 企業集団の使用人の状況

事 業 部 使 用 人 数 前連結会計年度末比増減

レ ス ト ラ ン 事 業 部 608（40) ＋56（△22)

(注) 使用人数は就業員数であり、パート及び嘱託社員は（ ）内に年間の平均人員を外数で記載し
ております。

　 ② 当社の使用人の状況

使 用 人 数 前事業年度末比増減 平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数

602（40）名 ＋57（△22）名 29.7歳 5.0年

(注) 使用人数は就業員数であり、パート及び嘱託社員は（ ）内に年間の平均人員を外数で記載し
ております。
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　(8) 主要な借入先の状況（平成28年３月31日現在）

借 入 先 借 入 額

株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 3,422,956千円

株 式 会 社 三 菱 東 京 UFJ 銀 行 3,187,690千円

株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 562,500千円

株 式 会 社 日 本 政 策 投 資 銀 行 400,000千円

株 式 会 社 京 都 銀 行 400,000千円

株 式 会 社 八 十 二 銀 行 300,000千円

株 式 会 社 北 國 銀 行 41,690千円

株 式 会 社 福 岡 銀 行 25,000千円

日 本 生 命 保 険 相 互 会 社 12,500千円

株 式 会 社 西 日 本 シ テ ィ 銀 行 10,000千円

　
　(9) その他企業集団の現況に関する重要な事項

　該当事項はありません。

　

２．会社の状況
　(1) 株式の状況（平成28年３月31日現在）

① 発行可能株式総数 180,000,000株

② 発行済株式の総数 48,604,200株（自己株式12,254,539株を含む）

③ 株主数 14,605名（前事業年度末比850名増）

④ 大株主（上位10名）

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

平 松 博 利 5,741,100株 15.79％

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口） 1,704,100株 4.69％

ひ ら ま つ 社 員 持 株 会 1,703,900株 4.69％

エ ヌ ・ テ ィ ・ テ ィ 都 市 開 発 株 式 会 社 1,500,000株 4.13％

平 松 慶 子 1,242,600株 3.42％

株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 600,000株 1.65％

株式会社ヨックモックホールディングス 600,000株 1.65％

中 川 一 600,000株 1.65％

江 頭 和 子 500,000株 1.38％

日本マスタートラスト信託銀行株式会社
（信 託 口）

483,600株 1.33％
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(注) １．当社は、自己株式を12,254,539株保有しておりますが、上記大株主からは除外しておりま
す。

２．持株比率は自己株式を控除して計算しております。

　
⑤ その他株式に関する重要な事項

　自己株式の増加は、自己株式の取得2,844,600株によるものであります。また

減少は、新株予約権の行使385,800株によるものであります。

　
　(2) 新株予約権等の状況

① 当社役員が保有している職務執行の対価として交付された新株予約権の状況

　該当事項はありません。

　
② 当事業年度中に職務執行の対価として使用人等に対し交付した新株予約権の

状況

　該当事項はありません。

　
　(3) 会社役員の状況

① 取締役及び監査役の状況（平成28年３月31日現在）

会 社 に お け る 地 位 氏 名 担当及び重要な兼職の状況

代 表 取 締 役 社 長 平 松 博 利
レストラン事業部ディレクター・ジェネラル
HIRAMATSU EUROPE EXPORT SARL GERANT

取 締 役 服 部 亮 人 管理部ディレクター・ジェネラル

取 締 役 陣 内 孝 也 レストラン事業部ディレクター・ジェネラル

取 締 役 中 谷 一 則 レストラン事業部ディレクター・ジェネラル

取 締 役 熊 谷 信 太 郎 熊谷綜合法律事務所 所長

取 締 役 永 露 英 郎
株式会社アドバンテッジパートナーズ シニアパートナー
株 式 会 社 メ ガ ネ ス ー パ ー 取 締 役

取 締 役 額 賀 古 太 郎 株式会社ぬかが 代表取締役

常 勤 監 査 役 鬼 木 昌 留 ―

監 査 役 江 頭 啓 輔 三菱ふそうトラック・バス株式会社 特別顧問

監 査 役 唐 澤 洋 公認会計士税理士唐澤洋事務所 代表

(注) １．取締役熊谷信太郎氏、永露英郎氏及び額賀古太郎氏は、社外取締役であります。
２．監査役江頭啓輔氏及び唐澤洋氏は、社外監査役であります。
３．当社は、取締役熊谷信太郎氏及び永露英郎氏を株式会社東京証券取引所の定めに基づく独

立役員として、同取引所に届け出ております。
４．唐澤洋氏は、公認会計士及び税理士であり、会計・税務の専門知識と豊富な経験を有して

おります。
５．取締役鎌田潔氏は、平成28年２月29日をもって辞任しております。
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② 責任限定契約の内容の概要

　該当事項はありません。

　
　 ③ 取締役及び監査役の報酬等の総額

区 分 支 給 人 員 支 給 額

取 締 役
( う ち 社 外 取 締 役 )

８名
(３)

177,410千円
(10,200)

監 査 役
( う ち 社 外 監 査 役 )

４名
(３)

9,000千円
(6,000)

合 計
( う ち 社 外 役 員 )

12名
(６)

186,410千円
(16,200)

(注) １．取締役の報酬限度額は、平成12年12月22日開催の第18期定時株主総会決議において年額
300,000千円以内（ただし、使用人分給与は含まない。）と決議いただいております。

２．監査役の報酬限度額は、平成12年12月22日開催の第18期定時株主総会決議において年額
10,000千円以内と決議いただいております。

　
　 ④ 社外役員に関する事項

　 イ．重要な兼職先と当社との関係

・取締役熊谷信太郎氏は、熊谷綜合法律事務所の所長であります。当社は熊

谷綜合法律事務所の他の弁護士と法律顧問に関する契約を締結しておりま

す。

・取締役永露英郎氏は、株式会社アドバンテッジパートナーズのシニアパー

トナー、及び株式会社メガネスーパーの取締役であります。当社と兼職先

との間には特別の関係はありません。

・取締役額賀古太郎氏は、株式会社ぬかがの代表取締役であります。当社と

兼職先との間には特別の関係はありません。

・監査役江頭啓輔氏は、三菱ふそうトラック・バス株式会社の特別顧問であ

ります。当社と兼職先との間には特別の関係はありません。

・監査役唐澤洋氏は、公認会計士税理士唐澤洋事務所の代表であります。当

社と兼職先との間には特別の関係はありません。

　
　 ロ．主要取引先等特定関係事業者との関係

取締役額賀古太郎氏は、当社代表取締役の３親等以内の親族であります。
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　 ハ．当事業年度における主な活動状況

　 ａ．取締役会及び監査役会への出席状況

取締役会（17回開催） 監査役会（15回開催）

出席回数 出席率 出席回数 出席率

取締役 熊谷信太郎 17回 100.0％ － －

取締役 永露 英郎 11回 100.0％ － －

取締役 額賀古太郎 11回 100.0％ － －

監査役 江頭 啓輔 17回 100.0％ 15回 100.0％

監査役 唐澤 洋 17回 100.0％ 15回 100.0％

（注）取締役永露英郎氏及び取締役額賀古太郎氏は、第33期定時株主総会（平成27年６月24日開催）に

おいて選任され、同日就任しております。なお、就任以降開催された取締役会には全て出席して

おります。

　
　 ｂ．取締役会及び監査役会における発言状況

・取締役熊谷信太郎氏は、企業法務に関する弁護士としての経験と専門知

識に基づき、法律の専門家として客観的立場から取締役会の意思決定の

妥当性・適正性を確保するための助言・提言を行っております。

・取締役永露英郎氏は、多種の企業経営の経験に基づく視点から当社の経

営全般に対し意見を述べるなど、取締役会の意思決定の妥当性・適正性

を確保するための助言・提言を行っております。

・取締役額賀古太郎氏は、ギャラリー経営者として海外の経験が長くフラ

ンス料理に精通しており、付加価値のあり方について造詣が深く、それ

に基づく視点から当社の経営全般に対し意見を述べるなど、取締役会の

意思決定の妥当性・適正性を確保するための助言・提言を行っておりま

す。

・監査役江頭啓輔氏は、企業経営における幅広い知識と豊富な経験に基づ

く見地から当社の経営全般に対し意見を述べるなど、取締役会の意思決

定の妥当性・適正性を確保するための助言・提言を行っております。

・監査役唐澤洋氏は、企業会計に関する会計士としての経験と専門知識に

基づき、会計の専門家として客観的立場から取締役会の意思決定の妥当

性・適正性を確保するための助言・提言を行っております。
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　(4) 会計監査人の状況

　 ① 名称 新日本有限責任監査法人

　
　 ② 報酬等の額

支 払 額

当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 33,000千円

当社及び子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の
財産上の利益の合計額

33,000千円

(注) １．当社監査役会は、取締役、社内関係部署及び会計監査人から必要な資料を入手し報告を受
けるとともに、日本監査役会が公表する「会計監査人との連携に関する実務指針」を踏ま
え、前事業年度の監査計画と実績との比較、監査時間と報酬額との推移を確認した上で、
当事業年度の監査予定時間と報酬額の相当性を検討した結果、会計監査人の報酬について
は監査の品質を維持向上していくための合理的水準であると判断し、同意いたしました。

２．当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基
づく監査の監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できませんので、当
事業年度に係る会計監査人の報酬等の額にはこれらの合計額を記載しております。

　
　 ③ 会計監査人の解任又は不再任の決定方針

　監査役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要がある

と判断した場合に、会計監査人の解任又は不再任に関する議案の内容を決定し、

取締役会は、当該決定に基づき、当該議案を株主総会に提出いたします。

　また、監査役会は上記の場合のほか、会計監査人が会社法第340条第１項各号

のいずれかに該当すると認められる場合に、監査役全員の同意に基づき監査役

会が会計監査人を解任いたします。この場合、監査役会が選定した監査役は、

解任後最初に招集される株主総会におきまして、会計監査人を解任した旨と解

任の理由を報告いたします。

　
　 ④ 責任限定契約の内容の概要

　該当事項はありません。

　
　 ⑤ 会計監査人が受けた過去２年間の業務の停止の処分に係る事項

　当社の会計監査人である新日本有限責任監査法人は、平成27年12月22日、金

融庁から、契約の新規の締結に関する業務の停止３ヶ月（平成28年１月１日か

ら同年３月31日まで）の処分を受けました。当社は、同法人の再発防止に向け

た改善への取り組み及び当社に対する監査業務は適正かつ厳格に遂行されてい

ることを評価し、今後も同監査人による継続的な監査を行うことが最善との判

断に至っております。
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　(5) 業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況

当社は、「内部統制システムの整備に関する基本方針」について、平成27年4

月24日開催の取締役会において内容の一部改訂を決議しており、その概要は次

のとおりです。

① 取締役・従業員の職務執行が法令・定款に適合することを確保するための体

制

コンプライアンス体制に係る規定は、取締役及び従業員が法令・定款及び

会社規範を遵守した行動をとるための行動規範とする。代表取締役は、繰り

返しその精神を幹部社員に伝えることにより、法令遵守をあらゆる企業活動

の前提とすることを徹底する。また、その徹底を図るため、管理部にコンプ

ライアンス責任者を設置すると共に、コンプライアンスの取り組みを横断的

に統括し、同部を中心に幹部社員を中心とした教育等を行う。

内部監査担当は、管理部と連携の上、コンプライアンスの状況を監査する。

これら活動は適宜取締役会及び監査役会に報告されるものとする。

取締役及び従業員が法令上疑義のある行為等について発見した場合には、

速やかにコンプライアンス責任者に報告する体制を確立する。

また、取締役の職務執行の適法性を確保するための強力な牽制機能を期待

し、取締役会に少なくとも１名以上の社外取締役が在籍するようにする。

「企業が反社会的勢力による被害を防止するための指針」に基づき、市民

社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力及び団体とは一切の関係を持

たず、反社会的勢力及び団体からの不当な要求に対しては、毅然とした態度

で対応する。

　
　 ② 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する事項

取締役会で承認をした文書管理規程に従い、取締役の職務執行に係る情報

を文書または電磁的媒体に記録し、保存する。取締役及び監査役は、文書管

理規程により、常時これらの文章等を閲覧できるものとする。

　
　 ③ 損失の危険の管理に関する規程その他の体制

当社におけるコンプライアンス、環境、災害、品質、情報セキュリティ及

び輸入管理等に係るリスクについては、それぞれの担当部署にて、規則・ガ

イドラインの制定、研修の実施、マニュアルの作成・配布等を行うものとす

る。

ただし、組織横断的リスク状況の監視並びに全社的な対応は管理部が行う

ものとする。
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　 ④ 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

当社では、月１回を基本として取締役会を開催するが、必要に応じて機動

的に臨時取締役会を行い、重要事項については迅速に意思決定を行うものと

する。また、執行役員を含む幹部社員が参加する営業会議等を定期的に開催

し、取締役会での決定に基づいた業務執行に関する指示・伝達を行うものと

する。

業績目標については、取締役及び従業員が共有するべき全社的な目標を定

め、この浸透を図ると共に、この目標に向けて各部門が実施すべき具体的な

目標及び権限分配を含めた効率的な達成方法を定める。そして、ITを活用し

たシステム等により、その結果が迅速にデータ化され、取締役が定期的にそ

の結果をレビューできる体制とする。効率化を阻害する要因を排除・低減す

るなどの改善を促し、目標達成の確度を高め、全社的な業務の効率化を実現

するものとする。

　
　 ⑤ 当社及び子会社からなる企業集団における業務の適正を確保するための体制

(1)子会社の取締役等の職務の執行に係る事項の当社への報告に関する体制

当社は「子会社管理規程」その他関連規程を定め、子会社は、自社の事業

の経過、財産の状況及びその他の重要な事項について、定期的に当社への報

告を行うことを義務付けるものとする。

　
(2)子会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制

当社は、子会社にリスク管理を行うことを求めるとともに、グループ全体

のリスクを網羅的、統括的に管理するものとする。

　
(3)子会社の取締役等の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体

制

当社は、子会社の経営の自主性及び独立性を尊重しつつ、子会社の指揮命

令系統、権限及び意思決定その他の組織に関する基準を定め、子会社にこれ

に準拠した体制を構築させるものとする。

　
(4)子会社の取締役等及び従業員の職務の執行が法令及び定款に適合することを

確保するための体制

グループ各社全体の内部統制を担当する部門を管理部とし、グループ会社

各社における内部統制の実効性を高める施策を実施すると共に、必要なグル

ープ各社への指導・支援を実施する。また、当社は、子会社の事業内容や規

模に応じて監査役を配置し、内部統制システムの構築・運用状況を含め、子

会社の取締役の職務執行を監査する体制を構築させるものとする。
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(5)その他の当社グループにおける業務の適正を確保するための体制

当社の監査役会及び内部監査部門は、子会社の業務の適正性について調査

するものとする。

　
⑥ 監査役会がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当

該使用人に関する体制、当該使用人の取締役からの独立性及び当該使用人に

対する指示の実効性の確保に関する事項

監査役会の職務を補助する専任者は設置しないが、必要に応じて監査役会

の業務補助のための監査役スタッフを任命することとする。その人事につい

ては監査役会の意見を尊重した上で取締役と監査役会の協議により決定する

ものとし、当該使用人の取締役からの独立性を確保し、他部署の使用人を兼

務する場合は、監査役会に係る業務を優先して従事するものとする。

　
⑦ 次に掲げる体制その他の当社の監査役への報告に関する体制

(1)当社の取締役及び従業員が監査役に報告するための体制

当社の取締役及び従業員は、監査役に対して、法令の事項に加え、当社グ

ループに重大な影響を及ぼす事項、内部監査の実施状況等を速やかに報告す

るものとする。

報告の方法（報告者、報告受領者、報告時期等）については、取締役及び

監査役との協議により決定する方法によるものとする。

　
(2)子会社の役員及び従業員またはこれらの者から報告を受けた者が当社の監査

役に報告するための体制

当社の監査役及び内部監査部門は、子会社の業務の適正性について調査す

る。

子会社の役員及び従業員は、監査役に対して、法令の事項に加え、当社グ

ループに重大な影響を及ぼす事項、内部監査の実施状況等を速やかに報告す

るものとする。また、当社監査役から業務執行に関する事項について報告を

求められたときは、速やかに適切な報告を行うものとする。

　
⑧ 上記の報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受け

ないことを確保するための体制

コンプライアンス規程に基づき、監査役会への報告を理由に当該報告者に

不利益を及ぼさない体制を整備するものとする。
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⑨ 監査役会の職務の遂行について生じる費用の前払または償還の手続その他の

当該職務の遂行について生じる費用または債務の処理に係る方針に関する事

項

監査役会がその職務の遂行について生じる費用の前払いまたは償還等の請

求をしたときは、当該監査役会の職務の遂行に必要でないと認められた場合

を除き、速やかに当該費用または債務を処理するものとする。

　
⑩ その他監査役会の監査が実効的に行われることを確保するための体制

監査役会は、定期的に取締役及び監査法人とそれぞれ意見交換を行うもの

とする。

なお、内部統制システムの運用状況については、上記基本方針に基づき評価

を行った結果、業務の実情に応じて諸手続きの見直しが行われており、基本方

針に基づいて適切に内部統制システムが整備・運用されていることを確認して

おります。その概要は次の通りとなります。

① 取締役会は、法令及び社内規定に従って、重要な業務執行を決議によって内

定し、各取締役の業務執行状況及び当社及び子会社の業績について、それぞ

れ報告を受けております。また、このような決定や報告を含めた重要情報は、

権限と責任のある部署で適切に保持し、記録し、管理され、法令若しくは金

融商品取引所の適時開示規則に従い、又は株主や投資家の適切な投資判断に

有用であると会社が判断した場合に、適正な開示を行うように努めておりま

す。

② 監査役は、代表取締役、及び業務執行取締役、会計監査人と定期的な意見交

換を行っており、監査を実施するに当たっては、内部監査室とも緊密な連携

を図り、実行制のある監査役監査に実施に努めております。

③ 代表取締役社長に直属する内部監査室は、年間の監査基本計画に基づき、当

社及子会社の内部監査を実施し、監査結果及び改善に向けて提言を代表取締

役社長、及び関連する取締役、該当する部門や部署の責任者、監査役会に報

告しております。

④ 金融商品取引法が求めている財務報告の適正性を確保するための内部統制に

ついては、財務報告の適正性と信頼性に及ぼす影響の重要性を考慮して取締

役会の決議によって定めた評価範囲に対し、内部統制評価を実施しておりま

す。
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連 結 貸 借 対 照 表
（平成28年３月31日現在）

（単位：千円）

資 産 の 部 負 債 の 部

科 目 金 額 科 目 金 額

流 動 資 産 5,210,695 流 動 負 債 5,209,578

現 金 及 び 預 金 2,801,830 買 掛 金 373,380

売 掛 金 581,612 一年以内返済予定の長期借入金 3,481,888

原材料及び貯蔵品 1,553,552 リ ー ス 債 務 13,608

前 渡 金 80,083 未 払 金 246,130

繰 延 税 金 資 産 44,157 未 払 費 用 248,763

そ の 他 149,500 未 払 法 人 税 等 286,000

貸 倒 引 当 金 △40 未 払 消 費 税 等 106,121

固 定 資 産 9,956,908 前 受 金 372,899

有 形 固 定 資 産 8,218,710 そ の 他 80,787

建 物 及 び 構 築 物 4,263,288 固 定 負 債 5,086,096

機械装置及び運搬具 34,421 長 期 借 入 金 4,880,448

工具、器具及び備品 641,254 リ ー ス 債 務 10,216

土 地 2,635,435 資 産 除 去 債 務 187,738

リ ー ス 資 産 23,378 そ の 他 7,694

建 設 仮 勘 定 620,932 負 債 合 計 10,295,675

無 形 固 定 資 産 50,659 純 資 産 の 部

投資その他の資産 1,687,538 株 主 資 本 4,767,779

投 資 有 価 証 券 85,000 資 本 金 1,213,540

繰 延 税 金 資 産 35,092 資 本 剰 余 金 1,464,120

敷 金 及 び 保 証 金 1,450,800 利 益 剰 余 金 7,861,290

そ の 他 138,689 自 己 株 式 △5,771,171

貸 倒 引 当 金 △22,044 その他の包括利益累計額 104,149

為替換算調整勘定 104,149

純 資 産 合 計 4,871,928

資 産 合 計 15,167,604 負 債 及 び 純 資 産 合 計 15,167,604

(注) 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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連 結 損 益 計 算 書

（平成27年４月１日から
平成28年３月31日まで）

（単位：千円）

科 目 金 額

売 上 高 11,815,722

売 上 原 価 4,701,339

売 上 総 利 益 7,114,383

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 4,754,284

営 業 利 益 2,360,098

営 業 外 収 益 57,482

受 取 利 息 1,023

前 受 食 事 券 5,847

協 賛 金 収 入 15,728

受 取 賃 貸 料 12,333

広 告 料 収 入 8,925

業 務 委 託 料 収 入 5,250

そ の 他 8,374

営 業 外 費 用 64,401

支 払 利 息 28,343

投 資 有 価 証 券 売 却 損 21,856

為 替 差 損 4,467

そ の 他 9,734

経 常 利 益 2,353,180

特 別 利 益 1,909

新 株 予 約 権 戻 入 益 1,909

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 2,355,090

法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 744,772

法 人 税 等 調 整 額 32,826

当 期 純 利 益 1,577,491

親 会 社 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 1,577,491

(注) 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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連結株主資本等変動計算書

（平成27年４月１日から
平成28年３月31日まで）

（単位：千円）

残 高 及 び 変 動 事 由

株 主 資 本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当 期 首 残 高 1,213,540 1,581,310 6,897,639 △3,941,278 5,751,211

当 期 変 動 額

剰余金の配当 △613,840 △613,840

親会社株主に帰属する当期純利益 1,577,491 1,577,491

自己株式の取得 △1,999,913 △1,999,913

自己株式の処分 △117,189 170,020 52,830

株主資本以外の項目の当期変動額
(純額)

当 期 変 動 額 合 計 － △117,189 963,650 △1,829,892 △983,431

当 期 末 残 高 1,213,540 1,464,120 7,861,290 △5,771,171 4,767,779

残 高 及 び 変 動 事 由
その他の包括利益累計額

新株予約権 純資産合計
為替換算調整勘定

その他の包括利益
累計額合計

当 期 首 残 高 109,814 109,814 13,074 5,874,099

当 期 変 動 額

剰余金の配当 △613,840

親会社株主に帰属する当期純利益 1,577,491

自己株式の取得 △1,999,913

自己株式の処分 52,830

株主資本以外の項目の当期変動額
(純額) △5,664 △5,664 △13,074 △18,739

当 期 変 動 額 合 計 △5,664 △5,664 △13,074 △1,002,170

当 期 末 残 高 104,149 104,149 － 4,871,928

(注) 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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連結注記表

（連結計算書類作成のための基本となる重要な事項等）

　１. 連結の範囲に関する事項

　 (1) 連結子会社の状況

① 連結子会社の数 １社

② 連結子会社の名称 HIRAMATSU EUROPE EXPORT SARL

　 (2) 非連結子会社の状況

① 非連結子会社の名称 イーリス・プラーナ株式会社

② 連結の範囲から除いた理由 非連結子会社は小規模であり、総資産、売上高、当期純損益及

び利益剰余金等は、連結計算書類に重要な影響を及ぼしていな

いためであります。

　２. 持分法の適用に関する事項

　 持分法を適用していない非連結子会社の状況

① 会社等の名称

　・非連結子会社 イーリス・プラーナ株式会社

② 持分法を適用しない理由 持分法を適用していない非連結子会社は、当期純損益（持分に

見合う額）及び利益剰余金（持分に見合う額）等からみて、持

分法の対象から除いても連結計算書類に及ぼす影響が軽微であ

り、かつ、全体としても重要性がないため持分法の適用範囲か

ら除外しております。

　３. 連結子会社の事業年度等に関する事項

　連結子会社の決算日は、12月31日であります。連結計算書類の作成に当たっては、同決算日現在

の計算書類を使用しております。ただし１月１日から連結決算日３月31日までの期間に発生した重

要な取引については、連結上必要な調整を行っております。

　４. 会計方針に関する事項

　 (1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

　 ① 有価証券

その他有価証券

・時価のあるもの 決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直

入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）

・時価のないもの 移動平均法による原価法

　 ② たな卸資産の評価基準及び評価方法

・食材（原材料） 最終仕入原価法による原価法（収益性の低下に基づく簿価切下

げの方法）を採用しております。

・ワイン（原材料） 個別法による原価法（収益性の低下に基づく簿価切下げの方

法）を採用しております。

・貯蔵品 先入先出法による原価法（収益性の低下に基づく簿価切下げの

方法）を採用しております。
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　 (2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

① 有形固定資産

　（リース資産を除く）

定額法を採用しております。なお、主な耐用年数は次のとおり

であります。

建物及び構築物 ３年から50年

機械装置及び運搬具 ２年から６年

工具、器具及び備品 ２年から20年

② 無形固定資産

　（リース資産を除く）

定額法を採用しております。

ただし、自社利用のソフトウエアについては、社内における利

用可能期間（５年）に基づく定額法を採用しております。

③ リース資産 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用

しております。
　 (3) 重要な引当金の計上基準

　貸倒引当金 売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権につい

ては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については

個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しておりま

す。

　 (4) その他連結計算書類作成のための重要な事項

① 重要な外貨建の資産又は

　 負債の本邦通貨への換算

　 の基準

外貨建金銭債権債務は連結決算日の直物為替相場により円貨に

換算し、換算差額は損益として処理しております。

なお、在外子会社等の資産及び負債は、子会社の決算日の直物

為替相場により円貨に換算し、収益及び費用は期中平均相場に

より円貨に換算し、換算差額は純資産の部における為替換算調

整勘定に含めております。

② 消費税等の会計処理 消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。

（会計方針の変更）

「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 平成25年９月13日。以下「企業結合会計基

準」という。）、「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号 平成25年９月13日。以下

「連結会計基準」という。）、及び「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第７号 平成25年９

月13日。以下「事業分離等会計基準」という。）等を当連結会計年度から適用し、支配が継続してい

る場合の子会社に対する当社の持分変動による差額を資本剰余金として計上するとともに、取得関連

費用を発生した連結会計年度の費用として計上する方法に変更いたしました。

また、当連結会計年度の期首以後実施される企業結合については、暫定的な会計処理の確定による

取得原価の配分額の見直しが企業結合年度の翌年度に行われた場合には、当該見直しが行われた年度

の期首残高に対する影響額を区分表示するとともに、当該影響額の反映後の期首残高を記載する方法

に変更いたします。

加えて、当期純利益等の表示の変更及び少数株主持分から非支配株主持分への表示の変更を行って

おります。

企業結合会計基準等の適用については、企業結合会計基準第58－２項（４）、連結会計基準第44－

５項（４）及び事業分離等会計基準第57－４項（４）に定める経過的な取扱いに従っており、当連結

会計年度の期首時点から将来にわたって適用しております。

なお、当連結会計年度において、連結計算書類に与える影響額はありません。
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（表示方法の変更）
連結損益計算書

前連結会計年度において営業外収益の「その他」に含めて表示しておりました「受取賃貸料」

（前連結会計年度1,101千円）につきましては、金額的重要性が増したため、当連結会計年度より区

分掲記しております（当連結会計年度12,333千円）。

（追加情報）

「所得税法等の一部を改正する法律」及び「地方税法等の一部を改正する等の法律」が平成28年

３月29日に国会で成立したことに伴い、当連結会計年度の繰延税金資産及び繰延税金負債の計算

（ただし、平成28年４月１日以降解消されるものに限る）に使用した法定実効税率は、前連結会計

年度の32.3％から、回収又は支払が見込まれる期間が平成28年４月１日から平成30年３月31日まで

のものは30.9％、平成30年４月１日以降のものについては30.6％となります。

　なお、この税率変更による影響は軽微であります。

（連結貸借対照表に関する注記）

有形固定資産の減価償却累計額 3,162,226千円

（連結株主資本等変動計算書に関する注記）

　１.当連結会計年度の末日における発行済株式の総数

株 式 の 種 類 当連結会計年度期首の株式数 当連結会計年度増加株式数 当連結会計年度減少株式数 当連結会計年度末の株式数

普 通 株 式 48,604,200株 －株 －株 48,604,200株

　

　２.自己株式の数に関する事項

株 式 の 種 類 当連結会計年度期首の株式数 当連結会計年度増加株式数 当連結会計年度減少株式数 当連結会計年度末の株式数

普 通 株 式 9,795,739株 2,844,600株 385,800株 12,254,539株

（注）自己株式の増加は、取締役会の決議に基づく自己株式の取得2,844,600株によるものでありま

す。また、減少は、新株予約権の行使385,800株によるものであります。

　

　３. 剰余金の配当に関する事項

　 (1) 配当金支払額等

決 議 株式の種類 配当金の総額
１株当たり
配当額

基準日 効力発生日

平成27年６月24日
定 時 株 主 総 会

普通株式 314,348千円 8.10円 平成27年３月31日 平成27年６月25日

平成27年11月４日
取 締 役 会

普通株式 299,491千円 8.00円 平成27年９月30日 平成27年12月10日

　 (2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度になるもの

決 議 予 定 株式の種類 配当の原資 配当金の総額
１株当たり

配当額
基準日 効力発生日

平 成 28 年 ６ 月 24 日

定 時 株 主 総 会
普通株式 利益剰余金 315,151千円 8.67円 平成28年３月31日 平成28年６月27日

― 20 ―

定時株主総会招集通知 （宝印刷）  2016年05月25日 15時36分 $FOLDER; 20ページ （Tess 1.40(64) 20140530_01）



（金融商品に関する注記）

　１．金融商品の状況に関する事項

　 (1) 金融商品に対する取組方針

　当社グループは、設備投資計画に照らして、必要な資金（主に銀行借入や社債発行）を調達し

ております。デリバティブは、後述するリスクを回避するため必要に応じて利用を検討してお

り、投機的な取引は行わない方針であります。

　 (2) 金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制

　営業債権である売掛金は、顧客の信用リスクにさらされておりますが、債権与信管理規程に従

ってリスクの低減を図っております。

　投資有価証券は、価格の変動リスクにさらされておりますが、定期的に発行体（取引先企業）

の財務状況等を把握し、保有状況を継続的に見直しております。

　営業債務である買掛金は、一部外貨建のものについては為替の変動リスクにさらされておりま

すが、当該営業債務は金額が少ないためリスクは僅少であります。

　借入金及び社債は、主に設備投資に係る資金調達を目的としたものであり、借入期間又は償還

日は最長で決算日後５年であります。このうち一部は、支払金利の変動リスクにさらされており

ます。

　営業債務や借入金、社債は流動リスクにさらされておりますが、適時に資金繰計画を作成・更

新するとともに、手許流動性の維持等により管理しております。

　 (3) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定さ

れた価額が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異な

る前提条件等を採用することにより、当該価額が変動することがあります。

　
　２．金融商品の時価等に関する事項

　平成28年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとお

りであります。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは含まれておりません。

連結貸借対照表計上額
（千円）

時価（千円） 差額（千円）

(1）現金及び預金 2,801,830 2,801,830 －

(2）売掛金 581,612 581,612 －

　資産計 3,383,442 3,383,442 －

(1）買掛金 373,380 373,380 －

(2) 長期借入金（一年以内返
済予定のものを含む）

8,362,336 8,390,200 27,864

　負債計 8,735,716 8,763,580 27,864

デリバティブ取引 － － －
　

(注) １．金融商品の時価の算定方法及びデリバティブ取引に関する事項
資産
(1) 現金及び預金、(2) 売掛金
　これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることか
ら、当該帳簿価額によっております。

負債
(1) 買掛金
　短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該
帳簿価額によっております。
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(2) 長期借入金（一年以内返済予定のものを含む）
　変動金利によるものは、短期で市場金利を反映することから、時価は帳簿価額と近似
していると考えられるため、当該帳簿価額によっております。固定金利によるものは、
元利金の合計額を、同様の新規借入を行った場合に想定される利率で割り引いた現在価
値により算定しております。

デリバティブ取引
当連結会計年度末において該当取引はありません。

　
２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

区 分 連結貸借対照表計上額（千円）

非上場株式 85,000

敷金及び保証金 1,450,800
　

　非上場株式については、市場価格がなく、将来キャッシュ・フローを合理的に見積もる
ことができず、時価を把握することが極めて困難と認められるため、上記の表には含めて
おりません。また、敷金及び保証金については、市場価格がなく、償還予定時期を合理的
に見積もることができず、時価を把握することが極めて困難と認められるため、上記の表
に含めておりません。

（１株当たり情報に関する注記）

１. １株当たり純資産額 134円03銭

２. １株当たり当期純利益 41円88銭

（重要な後発事象に関する注記）

当社は、平成28年５月13日開催の取締役会において、下記のとおり会社法第165条第３項の規定に

より読み替えて適用される同法第156条の規定に基づき、自己株式を取得することを決議いたしまし

た。内容は次のとおりであります。

１．自己株式の取得を行う理由

資本効率の向上を図るとともに、経営環境の変化に対応した機動的な資本政策の遂行、並びに株主

様への一層の利益還元を目的とし、自己株式の取得を実施するものであります。

　
２．取得に係る事項の内容

（１）取得対象株式の種類 当社普通株式

（２）取得し得る株式の総数 1,500,000株（上限）

　 （発行済株式数（自己株式を除く）に対する割合4.13％）

（３）株式の取得価額の総額 1,000百万円（上限）

（４）取得する期間 平成28年５月16日～平成28年９月30日

（５）取得する方法 東京証券取引所の自己株式立会外買付取引（ToSTNeT-3）

及び市場買付

― 22 ―

定時株主総会招集通知 （宝印刷）  2016年05月25日 15時36分 $FOLDER; 22ページ （Tess 1.40(64) 20140530_01）



貸 借 対 照 表
(平成28年３月31日現在)

（単位：千円）

資 産 の 部 負 債 の 部

科 目 金 額 科 目 金 額

流 動 資 産 5,345,073 流 動 負 債 5,224,727

現 金 及 び 預 金 2,788,235 買 掛 金 393,029

売 掛 金 581,559 一年以内返済予定の長期借入金 3,481,888

原材料及び貯蔵品 1,730,077 リ ー ス 債 務 13,608

前 渡 金 49,737 未 払 金 246,130

前 払 費 用 93,120 未 払 費 用 249,743

繰 延 税 金 資 産 43,970 未 払 法 人 税 等 286,000

そ の 他 58,413 未 払 消 費 税 等 106,121

貸 倒 引 当 金 △40 前 受 金 372,899

固 定 資 産 10,205,365 そ の 他 75,306

有 形 固 定 資 産 8,146,446 固 定 負 債 5,081,176

建 物 及 び 構 築 物 4,194,903 長 期 借 入 金 4,880,448

車 両 運 搬 具 34,025 リ ー ス 債 務 10,216

工具、器具及び備品 637,770 資 産 除 去 債 務 183,480

土 地 2,635,435 そ の 他 7,032

リ ー ス 資 産 23,378 負 債 合 計 10,305,904

建 設 仮 勘 定 620,932 純 資 産 の 部

無 形 固 定 資 産 50,659 株 主 資 本

商 標 権 6,715 資 本 金 1,213,540

ソ フ ト ウ エ ア 43,227 資 本 剰 余 金 1,464,120

電 話 加 入 権 717 資 本 準 備 金 1,004,750

投資その他の資産 2,008,259 その他資本剰余金 459,370

投 資 有 価 証 券 5,000 利 益 剰 余 金 8,338,045

関 係 会 社 株 式 408,996 利 益 準 備 金 7,402

繰 延 税 金 資 産 35,092 その他利益剰余金 8,330,642

敷 金 及 び 保 証 金 1,442,526 繰越利益剰余金 8,330,642

そ の 他 138,689 自 己 株 式 △5,771,171

貸 倒 引 当 金 △22,044 純 資 産 合 計 5,244,535

資 産 合 計 15,550,439 負 債 及 び 純 資 産 合 計 15,550,439

(注) 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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損 益 計 算 書

（平成27年４月１日から
平成28年３月31日まで）

（単位：千円）

科 目 金 額

売 上 高 11,710,043

売 上 原 価 4,726,260

売 上 総 利 益 6,983,783

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 4,656,402

営 業 利 益 2,327,381

営 業 外 収 益 57,481

受 取 利 息 1,023

前 受 食 事 券 5,847

協 賛 金 収 入 15,728

受 取 賃 貸 料 12,333

広 告 料 収 入 8,925

業 務 委 託 料 収 入 5,250

そ の 他 8,373

営 業 外 費 用 62,904

支 払 利 息 28,343

投 資 有 価 証 券 売 却 損 21,856

為 替 差 損 2,969

そ の 他 9,734

経 常 利 益 2,321,959

特 別 利 益 1,909

新 株 予 約 権 戻 入 益 1,909

税 引 前 当 期 純 利 益 2,323,868

法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 744,585

法 人 税 等 調 整 額 27,042

当 期 純 利 益 1,552,241

(注) 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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株主資本等変動計算書

（平成27年４月１日から
平成28年３月31日まで）

（単位：千円）

残 高 及 び 変 動 事 由

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

資本準備金
その他

資本剰余金
資本剰余金

合計
利益準備金

その他
利益剰余金 利益剰余金

合計繰越利益
剰余金

当期首残高 1,213,540 1,004,750 576,560 1,581,310 7,402 7,392,241 7,399,644

当期変動額

剰余金の配当 △613,840 △613,840

当期純利益 1,552,241 1,552,241

自己株式の取得

自己株式の処分 △117,189 △117,189

株主資本以外の項目の
当期変動額(純額)

当期変動額合計 － － △117,189 △117,189 － 938,401 938,401

当期末残高 1,213,540 1,004,750 459,370 1,464,120 7,402 8,330,642 8,338,045

残 高 及 び 変 動 事 由
株主資本

新株予約権 純資産合計
自己株式 株主資本合計

当期首残高 △3,941,278 6,253,216 13,074 6,266,290

当期変動額

剰余金の配当 △613,840 △613,840

当期純利益 1,552,241 1,552,241

自己株式の取得 △1,999,913 △1,999,913 △1,999,913

自己株式の処分 170,020 52,830 52,830

株主資本以外の項目の
当期変動額(純額)

△13,074 △13,074

当期変動額合計 △1,829,892 △1,008,681 △13,074 △1,021,755

当期末残高 △5,771,171 5,244,535 － 5,244,535

(注) 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。

　

― 25 ―

定時株主総会招集通知 （宝印刷）  2016年05月25日 15時36分 $FOLDER; 25ページ （Tess 1.40(64) 20140530_01）



個別注記表
（重要な会計方針に係る事項）
　１. 資産の評価基準及び評価方法
　 (1) 有価証券の評価基準及び評価方法

① 子会社株式及び関連会社株式 移動平均法による原価法

　 ② その他有価証券
・時価のあるもの 事業年度の末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額金は

全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法によ
り算定）

・時価のないもの 移動平均法による原価法

　 (2) たな卸資産の評価基準及び評価方法
① 食材（原材料） 最終仕入原価法による原価法（収益性の低下に基づく簿価切

下げの方法）を採用しております。

② ワイン（原材料） 個別法による原価法（収益性の低下に基づく簿価切下げの方
法）を採用しております。

③ 貯蔵品 先入先出法による原価法（収益性の低下に基づく簿価切下げ
の方法）を採用しております。

　２. 固定資産の減価償却の方法
(1) 有形固定資産
　 （リース資産を除く）

定額法を採用しております。なお、主な耐用年数は次のとお
りであります。
建物 ３年から50年

車両運搬具 ２年から６年

工具、器具及び備品 ２年から20年

(2) 無形固定資産
　 （リース資産を除く）

定額法を採用しております。ただし、社内利用のソフトウエ
アについては、社内における利用可能期間（５年）に基づく
定額法を採用しております。

(3) 長期前払費用 定額法を採用しております。

(4) リース資産 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採
用しております。

　３. 引当金の計上基準
貸倒引当金 売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権につ

いては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権につい
ては個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上して
おります。

　４. その他計算書類作成のための基本となる重要な事項
(1) 重要な外貨建の資産又は負債

の本邦通貨への換算の基準
外貨建金銭債権債務は決算日の直物為替相場により円貨に換
算し、換算差額は損益として処理しております。

(2) 消費税等の会計処理 消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。
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（表示方法の変更）
貸借対照表

「立替金」（前事業年度10,529千円）につきましては、従来、貸借対照表上、流動資産において

区分掲記しておりましたが、重要性が乏しいため、当事業年度より、流動資産の「その他」（当事

業年度26,249千円）として表示しております。

「短期貸付金」（前事業年度2,651千円）につきましては、従来、貸借対照表上、流動資産におい

て区分掲記しておりましたが、重要性が乏しいため、当事業年度より、流動資産の「その他」（当

事業年度2,651千円）として表示しております。

「未収入金」（前事業年度14,095千円）につきましては、従来、貸借対照表上、流動資産におい

て区分掲記しておりましたが、重要性が乏しいため、当事業年度より、流動資産の「その他」（当

事業年度27,923千円）として表示しております。

「長期前払費用」（前事業年度6,024千円）につきましては、従来、貸借対照表上、投資その他の

資産において区分掲記しておりましたが、重要性が乏しくなったため、当事業年度より、投資その

他の資産の「その他」（当事業年度5,321千円）として表示しております。

「長期未収入金」（前事業年度1,500千円）につきましては、従来、貸借対照表上、投資その他の

資産において区分掲記しておりましたが、重要性が乏しいため、当事業年度より、投資その他の資

産の「その他」（当事業年度1,500千円）として表示しております。

「会員権」（前事業年度20,000千円）につきましては、従来、貸借対照表上、投資その他の資産

において区分掲記しておりましたが、重要性が乏しいため、当事業年度より、投資その他の資産の

「その他」（当事業年度23,500千円）として表示しております。

「預り金」（前事業年度23,126千円）につきましては、従来、貸借対照表上、流動負債において

区分掲記しておりましたが、重要性が乏しいため、当事業年度より、流動負債の「その他」（当事

業年度27,282千円）として表示しております。

　
損益計算書

前事業年度において営業外収益の「その他」に含めて表示しておりました「受取賃貸料」（前事

業年度1,101千円）につきましては、金額的重要性が増したため、当事業年度より区分掲記してお

ります（当事業年度12,333千円）。

　
（貸借対照表に関する注記）
１. 有形固定資産の減価償却累計額 3,031,117千円

　２. 関係会社に対する金銭債権、債務は次のとおりであります。
(1) 短期金銭債権 41,946千円

(2) 短期金銭債務 40,864千円

　
（損益計算書に関する注記）
　関係会社との取引高

仕入高 182,740千円

　
（株主資本等変動計算書に関する注記）
　自己株式の数に関する事項

株 式 の 種 類 当事業年度期首の株式数 当事業年度増加株式数 当事業年度減少株式数 当事業年度末の株式数

普 通 株 式 9,795,739株 2,844,600株 385,800株 12,254,539株

（注）自己株式の増加は、取締役会の決議に基づく自己株式の取得2,844,600株によるものでありま

す。また、減少は、新株予約権の行使385,800株によるものであります。
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（税効果会計に関する注記）

　１. 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産

貸倒引当金 　6,815千円

未払事業税 23,762千円

未払事業所税 5,213千円

資産除去債務 56,621千円

その他 22,146千円

繰延税金資産合計 114,559千円

繰延税金負債

資産除去債務に対応する費用 △35,496千円

繰延税金負債合計 △35,496千円

繰延税金資産の純額 79,063千円
　
　２. 法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正

「所得税法等の一部を改正する法律」及び「地方税法等の一部を改正する等の法律」が平成28年

３月29日に国会で成立したことに伴い、当事業年度の繰延税金資産及び繰延税金負債の計算（ただ

し、平成28年４月１日以降解消されるものに限る）に使用した法定実効税率は、前事業年度の32.3

％から、回収又は支払が見込まれる期間が平成28年４月１日から平成30年３月31日までのものは

30.9％、平成30年４月１日以降のものについては30.6％となります。

　なお、この税率変更による影響は軽微であります。

　
（関連当事者との取引に関する注記）

　１.子会社及び関連会社

種類
会社等の
名称

資本金
又は
出資金
(千円)

事業の内容
又は職業

議決権等の
所有(被所有)
割合(％)

関係内容
取引
内容

取引金額
（千円）

科目
期末残高
（千円）役員の

兼任等
事業上
の関係

子会社

HIRAMATSU
EUROPE
EXPORT
SARL

328,996
飲食材の輸出入
レストランの運営

(所有)
直接 100

兼任
１名

食材及
び備品
の仕入

食材の
仕入
(注)

146,420

前渡金 49,737

買掛金 19,649

有償
減資
（注）

543,843 － －

　

取引条件及び取引条件の決定方針等
(注１) 食材及び備品の仕入については、市場実勢価格に基づいて決定しております。
(注２) 取引金額には消費税を含めておりません。期末残高には消費税を含めております。
(注３) HIRAMATSU EUROPE EXPORT SARLが行った、4,000千ユーロの有償減資であります。

　
　２.役員及び個人主要株主等

種類
会社等の名称
又は氏名

議決権等の
所有(被所有)
割合(％)

関連当事者
との関係

取引内容
取引金額
（千円）

科目
期末残高
（千円）

役員 平松 博利
(被所有)
直接 15.79

- 自己株式の取得 1,209,265 - -

取引条件及び取引条件の決定方針等
(注１) 株価は東京証券取引所の自己株式立会外買付取引(ToSTNeT-3)に基づき決定しております。
(注２) 議決権等の所有(被所有)割合については、発行済株式総数から自己株式数を控除して計算し

ております。
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（１株当たり情報に関する注記）

１. １株当たり純資産額 144円28銭

２. １株当たり当期純利益 41円21銭

　
（重要な後発事象に関する注記）

当社は、平成28年５月13日開催の取締役会において、下記のとおり会社法第165条第３項の規定に

より読み替えて適用される同法第156条の規定に基づき、自己株式を取得することを決議いたしまし

た。内容は次のとおりであります。

１．自己株式の取得を行う理由

資本効率の向上を図るとともに、経営環境の変化に対応した機動的な資本政策の遂行、並びに株主

様への一層の利益還元を目的とし、自己株式の取得を実施するものであります。

　
２．取得に係る事項の内容

（１）取得対象株式の種類 当社普通株式

（２）取得し得る株式の総数 1,500,000株（上限）

　 （発行済株式数（自己株式を除く）に対する割合4.13％）

（３）株式の取得価額の総額 1,000百万円（上限）

（４）取得する期間 平成28年５月16日～平成28年９月30日

（５）取得する方法 東京証券取引所の自己株式立会外買付取引（ToSTNeT-3）

及び市場買付
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連結計算書類に係る会計監査人の監査報告

独立監査人の監査報告書

平成28年５月23日
株式会社ひらまつ

　取締役会 御中

新日本有限責任監査法人

指 定 有 限 責 任 社 員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 藥 袋 政 彦 ㊞

指 定 有 限 責 任 社 員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 久 保 英 治 ㊞

　当監査法人は、会社法第４４４条第４項の規定に基づき、株式会社ひらまつの平成２７年４月１

日から平成２８年３月３１日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連

結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。

連結計算書類に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計

算書類を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない

連結計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用する

ことが含まれる。

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結計算書類に対

する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査

の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連結計算書類に重要な虚偽表示がな

いかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施する

ことを求めている。

　監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施さ

れる。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結計算書類の重要な虚偽表示

のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表

明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監

査手続を立案するために、連結計算書類の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。ま

た、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積り

の評価も含め全体としての連結計算書類の表示を検討することが含まれる。

　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見

　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の

基準に準拠して、株式会社ひらまつ及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期

間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係

はない。

以 上
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計算書類に係る会計監査人の監査報告

独立監査人の監査報告書

平成28年５月23日
株式会社ひらまつ

　取締役会 御中

新日本有限責任監査法人

指 定 有 限 責 任 社 員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 藥 袋 政 彦 ㊞

指 定 有 限 責 任 社 員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 久 保 英 治 ㊞

　当監査法人は、会社法第４３６条第２項第１号の規定に基づき、株式会社ひらまつの平成２７年
４月１日から平成２８年３月３１日までの第３４期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、
損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書について監査を行った。

計算書類等に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書
類及びその附属明細書を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な
虚偽表示のない計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断し
た内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算書類及びその
附属明細書に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と
認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に計算書類及びその附
属明細書に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定
し、これに基づき監査を実施することを求めている。
　監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を入手するため
の手続が実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による計算書類及びそ
の附属明細書の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内
部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に
際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、計算書類及びその附属明細書の作成と適
正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適
用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての計算書類及びその附属明細
書の表示を検討することが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見
　当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当と認めら
れる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の財産及び損益の状
況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係
はない。

以 上
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監査役会の監査報告

監 査 報 告 書

　当監査役会は、平成27年４月１日から平成28年３月31日までの第34期事業年度
の取締役の職務の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議
の上、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたします。
　
１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
(1) 監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施
状況及び結果について報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその
職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。

(2) 各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、
職務の分担等に従い、取締役、内部監査部門その他の使用人等と意思疎通を
図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めるとともに、以下の方法で監
査を実施しました。
① 取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務
の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書
類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において業務及び財産の状況を調査
いたしました。
また、子会社については、子会社の取締役及び監査役等と意思疎通及び

情報の交換を図り、必要に応じて子会社からの事業の報告を受けました。
② 事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合す
ることを確保するための体制その他株式会社及びその子会社から成る企業
集団の業務の適正を確保するために必要なものとして会社法施行規則第100
条第1項及び第３項に定める体制の整備に関する取締役会決議の内容及び当
該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）について、取締
役及び使用人等からその構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、
必要に応じて説明を求め、意見を表明いたしました。

③ 会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているか
を監視及び検証するとともに、会計監査人からその職務の執行状況につい
て報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監査人から
「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会社計算規則
第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（平成17年10
月28日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に
応じて説明を求めました。

以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計
算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及
びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連
結株主資本等変動計算書及び連結注記表）について検討いたしました。
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２．監査の結果
(1) 事業報告等の監査結果
① 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正
しく示しているものと認めます。

② 取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反す
る重大な事実は認められません。

③ 内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。
また、当該内部統制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職
務の執行についても、指摘すべき事項は認められません。

(2) 計算書類及びその附属明細書の監査結果
会計監査人新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると

認めます。
(3) 連結計算書類の監査結果

会計監査人新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると
認めます。

平成28年５月25日
株式会社ひらまつ 監査役会

監査役（常勤） 鬼 木 昌 留 ㊞

監 査 役 江 頭 啓 輔 ㊞

監 査 役 唐 澤 洋 ㊞

(注）監査役江頭啓輔及び唐澤洋は、会社法第２条第16号及び第335条第３項に定める社外監査役で

あります。

以 上
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株主総会参考書類

議案及び参考事項

第１号議案 剰余金処分の件

　当社グループは、株主の皆様への利益還元を経営の最重要政策の一つとして位置

付けております。今後のレストラン・ホテル事業推進のための設備投資、及び企業

体質強化のための内部留保を勘案したキャッシュ・フロー重視の経営を目指しつつ、

業績に裏付けられた成果の配分として、配当性向30％超を目処とした最低配当金額

の設定を基本方針としております。

　平成28年３月31日を基準日とする剰余金の配当につきましては、平成28年５月13

日に公表いたしました「平成28年３月期 決算短信」のとおり、１株当たりの配当金

を８円67銭、１株当たりの年間配当金を16円67銭とさせていただきます。この結果、

配当性向は39.8％、総還元性向は165.7％（平成28年３月期通期の総還元額は2,614

百万円）となります。

　 ① 配当財産の種類

　 金銭といたします。

　 ② 配当財産の割当てに関する事項及びその総額

　 当社普通株式１株につき金８円67銭といたしたいと存じます。

　 なお、この場合の配当総額は315,151,561円となります。

　 ③ 剰余金の配当が効力を生じる日

　 平成28年６月27日といたしたいと存じます。

　

第２号議案 取締役７名選任の件

　取締役全員（７名）は、本総会終結の時をもって任期満了となります。つきまし

ては、取締役７名の選任をお願いいたしたいと存じます。

取締役候補者は次のとおりであります。

候補者
番 号

氏 名
(生年月日)

略 歴、 当 社 に お け る 地 位 及 び 担 当
( 重 要 な 兼 職 の 状 況 )

所有する当社の株式数

１
陣　内　孝　也
じん ない たか や

(昭和40年６月15日生)

昭和62年10月 有限会社ひらまつ亭（現当社）入社

108,000株

平成15年４月 当社執行役員

平成25年12月 当社取締役兼執行役員

平成26年５月 当社取締役レストラン事業本部（現レス

トラン事業部）ディレクター・ジェネラ

ル（現任）
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候補者
番 号

氏 名
(生年月日)

略 歴、 当 社 に お け る 地 位 及 び 担 当
( 重 要 な 兼 職 の 状 況 )

所有する当社の株式数

２
服　部　亮　人
はっ とり あき と

(昭和40年４月25日生)

昭和63年４月 三和システム開発株式会社（現三菱UFJイ

ンフォメーションテクノロジー株式会社）

入社

300,000株
平成８年10月 当社入社

平成15年４月 当社執行役員管理本部長

平成19年12月 当社取締役兼執行役員

平成22年４月 当社取締役管理本部（現管理部）ディレ

クター・ジェネラル（現任）

３
中　谷　一　則
なか たに かず のり

(昭和45年３月25日生)

平成元年12月 東洋レストラン株式会社（レストラン・

レザンジュ）入社

49,000株

平成６年７月 有限会社ひらまつ亭（現当社）入社

平成19年10月 当社執行役員

平成25年12月 当社取締役兼執行役員

平成26年５月 当社取締役レストラン事業本部（現レス

トラン事業部）ディレクター・ジェネラ

ル（現任）

４
熊　谷　信太郎
くま がい しん た ろう

(昭和31年５月８日生)

昭和62年４月 弁護士登録

－株

平成４年３月 風間・畑・熊谷法律事務所開設

平成４年12月 当社顧問弁護士

平成６年３月 熊谷信太郎法律事務所（現熊谷綜合法律

事務所）開設

平成22年12月 当社取締役（現任）

[重要な兼職の状況]

熊谷綜合法律事務所 所長

５
永　露　英　郎
なが つゆ ひで お

(昭和45年５月８日生)

平成５年４月 マッキンゼーアンドカンパニーインクジャパン入社

－株

平成10年５月 株式会社アドバンテッジパートナーズ入社

平成14年９月 当社取締役（平成20年12月退任）

平成18年９月 株式会社アドバンテッジパートナーズ

シニアパートナー（現任）
平成27年６月 当社取締役（現任）

[重要な兼職の状況]

株式会社アドバンテッジパートナーズ シニアパートナー
株式会社メガネスーパー 取締役(平成24年1月就任)

６
額　賀　古太郎
ぬか が こ た ろう

(昭和55年１月１日生)

平成19年７月 有限会社ギャラリーぬかが 入社

180,000株

平成21年３月 株式会社ぬかが 代表取締役（現任）

平成27年６月 当社取締役（現任）

[重要な兼職の状況]

株式会社ぬかが 代表取締役
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候補者
番 号

氏 名
(生年月日)

略 歴、 当 社 に お け る 地 位 及 び 担 当
( 重 要 な 兼 職 の 状 況 )

所有する当社の株式数

７
長谷
は せ が わ

川 幸太郎
こうたろう

(昭和48年７月２日生)

平成元年４月 ケーヨーリゾート開発株式会社（現シェ

ラトン・グランデ・東京ベイ・ホテル＆

タワーズ舞浜）入社 28,500株
平成14年７月 当社入社

平成23年４月 当社執行役員

(注) １．各候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。
２．額賀古太郎氏は、当社代表取締役社長平松博利の甥にあたります。

　なお、各候補者の選任理由は次のとおりであります。

候補者
番 号

氏 名 選 任 理 由

１ 社内
陣　内　孝　也
じん ない たか や

（再任）

昭和62年、有限会社ひらまつ亭（現当社）へ入社以来、主にレ

ストランにおいてサービス事業に従事し、平成15年から執行役

員、また、平成25年から取締役レストラン事業部ディレクタ

ー・ジェネラル（現任）を務めております。当社の店舗運営に

おいては最も業務経験が豊富であり、サービスの専門知識、レ

ストラン企業の経営全般、及び管理・運営業務に関する知見を

有し、創業当時からの当社の理念を深く理解・実行しておりま

すことから、引き続き取締役候補者といたしました。

２
服　部　亮　人
はっ とり あき と

（再任）

平成８年の入社以来、主に財務・経理関連業務に従事し、平成

15年から執行役員、また、平成22年から取締役管理本部ディレ

クター・ジェネラル（現管理部ディレクター・ジェネラル）を

務めております。財務・経理・ＩＲ業務等の管理部門を統括し

ており、ガバナンス体制強化のため、株主、投資家などのステ

ークホルダーとの対話にも努めるなど、レストラン企業の経営

全般及び管理・運営業務に関する知見を有しておることから、

引き続き取締役候補者といたしました。

３
中　谷　一　則
なか たに かず のり

（再任）

平成６年の入社以来、主に調理関連業務に従事し、平成19年か

ら執行役員、また、平成25年から取締役レストラン事業部ディ

レクター・ジェネラル（現任）として、調理関連業務及を統括

しております。豊富な業務経験を持ち、調理に関する専門技術

や知識、レストラン企業の経営全般、及び管理・運営業務に関

する知見を有しており、各店舗の運営状況を熟知しております

ことから引き続き取締役候補者といたしました。

４ 社外
熊　谷　信太郎
くま がい しん た ろう

（再任）

社外取締役となること以外の方法で会社経営に関与したことは

ありませんが、企業法務に関する弁護士としての経験と専門知

識を有しており、法律専門家としての客観的立場から当社の経

営に対する適切な監督を行っていただけるものと判断いたしま

した。同氏が社外取締役に就任してからの年数は、本総会終結

の時をもって５年６ヶ月となります。また、当社は同氏を東京

証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、同取引所に

届け出ております。
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候補者
番 号

氏 名 選 任 理 由

５ 社外
永　露　英　郎
なが つゆ ひで お

（再任）

主に多種の企業経営の経験に基づく視点から当社の経営全般に

対し意見を述べるなど、取締役会の意思決定の妥当性・適正性

を確保するための助言・提言を行っていただけるものと判断い

たしました。同氏が社外取締役に就任してからの年数は、本総

会終結の時をもって１年となります。また、当社は同氏を東京

証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、同取引所に

届け出ております。

６
額　賀　古太郎
ぬか が こ た ろう

（再任）

主にギャラリー経営者として海外の経験が長くフランス料理に

精通しており、付加価値のあり方について造詣が深く、それに

基づく視点から当社の経営全般に対し意見を述べるなど、取締

役会の意思決定の妥当性・適正性を確保するための助言・提言

を行っていただけるものと判断いたしました。同氏が社外取締

役に就任してからの年数は、本総会終結の時をもって１年とな

ります。

７ 社内
長谷
は せ が わ

川 幸太郎
こうたろう

（新任）

平成14年の入社以来、主に調理関連業務に従事し平成23年に執

行役員に就任後、現在は関西、中部、北陸地区を中心とした店

舗運営を統括しております。調理に関する専門的な調理技術を

有し、レストラン企業の経営全般、及び管理・運営業務に関す

る知見を有しておることから、この度の取締役候補者としまし

た。

　

第３号議案 ストックオプションとして新株予約権を発行する件

会社法第236条、第238条及び第239条の規定に基づき、以下の要領により、当社及

び当社子会社の取締役（社外取締役を除く。）及び従業員等に無償で新株予約権を発

行すること及び募集事項の決定を当社取締役会に委任することにつきご承認をお願

いするものであります。

また、当社取締役に対するストックオプションとしての新株予約権の無償発行は、

会社法第361条に規定される取締役に対する金銭でない報酬等に該当し、その額が確

定していないため、別途の報酬枠として当社取締役に割り当てるストックオプショ

ンとしての新株予約権に関する具体的な内容及び算定方法も併せてご承認をお願い

するものであります。当社取締役に対する報酬等の枠の具体的な算定方法は、新株

予約権の割当日の株価及び新株予約権の内容等、諸条件をもとにブラックショール

ズ・モデル等の株式オプション価格算定モデルを用いた公正な評価による新株予約

権１個当たりの公正価額に、当社取締役に割り当てる新株予約権の上限をそれぞれ

乗じて得られる価額となります。

当社取締役への新株予約権の割当数の上限は200,000株といたします。なお、第２

号議案「取締役７名選任の件」をご承認いただいた場合、割当を受ける当社取締役

は４名となります。
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１．特に有利な条件をもって新株予約権を発行する理由

当社及び当社子会社の取締役（社外取締役を除く。）及び従業員（従業員として

採用を予定する者及び他社に出向している従業員を含む。）、並びに、当社の協力

取引先、当該協力取引先の役員及び従業員（以下、「対象者」という。）の当社グ

ループの業績向上に対するインセンティブを高めるために、ストックオプション

の目的で、対象者に対し、下記２．記載の発行要領に基づき、新株予約権を発行

するものであります。

２．新株予約権の発行要領

(1)新株予約権の割当を受ける者

当社及び当社子会社の取締役（社外取締役を除く。）及び従業員並びに当社

の協力取引先、当該協力取引先の役員及び従業員

(2)新株予約権の目的となる株式の種類及び数

当社普通株式500,000株を上限とする。

当社が普通株式につき株式分割(株式の無償割当てを含む。以下同じ。)また

は株式併合を行う場合、次の算式により目的となる株式の数を調整するものと

する。ただし、かかる調整は、新株予約権のうち、当該時点で権利行使又は消

却されていない新株予約権の目的となる株式の数について行われ、調整の結果

生じる１株未満の端数については、これを切り捨てる。

調整後株式数=調整前株式数×分割・併合の比率

また、当社が他社と吸収合併もしくは新設合併を行い新株予約権が承継され

る場合、当社が他社と株式交換を行い完全親会社となる場合、当社が新設分割

もしくは吸収分割を行う場合、当社が完全子会社となる株式交換または株式移

転を行い新株予約権が承継される場合、資本減少を行う場合、その他これらの

場合に準じ、株式数の調整を必要とする場合には、当社は必要かつ合理的な範

囲で適切に株式数の調整を行う。

(3)発行する新株予約権の総数

5,000個を上限とする。

なお、新株予約権１個当たりの目的となる株式の数は100株とする。ただし、

上記(2)に定める株式数の調整を行った場合は、同様の調整を行う。
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(4)新株予約権と引き換えに払い込む金銭

新株予約権と引き換えに金銭の払込みを要しないこととする。

(5)新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、その行使により交付を

受けることができる株式１株当たりの払込金額（以下、「行使価額」という。）

に(3)に定める新株予約権１個当たりの目的となる株式の数を乗じた金額とす

る。

行使価額は、新株予約権を割り当てる日（以下、「割当日」という。）の属す

る月の前月の各日（取引が成立しない日を除く）における東京証券取引所の当

社普通株式の普通取引の終値の平均値に1.02を乗じた金額とし、１円未満の端

数については切り上げる。ただし、その金額が新株予約権の割当日の終値（当

日に終値がない場合は、それに先立つ直近日の終値）を下回る場合は、当該終

値を行使価額とする。

なお、割当日以降、当社が株式分割または株式併合を行う場合、上記行使価

額は分割または併合の比率に応じ、次の算式により調整されるものとし、調整

により生ずる１円未満の端数については切り上げる。

調整後行使価額＝調整前行使価額×
１

分割・併合の比率

また、割当日以降、当社が時価を下回る価額で新株式の発行または自己株式

の処分を行う場合（新株予約権の行使による場合を除く）、上記行使価額は、

次の算式により調整されるものとし、調整により生ずる１円未満の端数につい

ては切り上げる。

調整後行使価額＝調整前行使価額×
既発行株式数＋

新規発行株式数×１株当たり払込金額

時価

既発行株式数＋新規発行株式数

なお、上記算式において「既発行株式数」とは、当社の発行済株式総数から

当社が保有する自己株式数を控除した数とし、自己株式の処分を行う場合に

は、「新規発行株式数」を「処分する自己株式数」に読み替えるものとする。

また、当社が他社と吸収合併もしくは新設合併を行い新株予約権が承継され

る場合、当社が他社と株式交換を行い完全親会社となる場合、または当社が新

設分割もしくは吸収分割を行う場合、当社が完全子会社となる株式交換または

株式移転を行い新株予約権が承継される場合、資本減少を行う場合、その他こ

れらの場合に準じ、行使価額の調整を必要とする場合には、当社は必要かつ合

理的な範囲で適切に行使価額の調整を行う。

― 39 ―

定時株主総会招集通知 （宝印刷）  2016年05月25日 15時36分 $FOLDER; 39ページ （Tess 1.40(64) 20140530_01）



(6)新株予約権の行使期間

新株予約権の割当日後２年を経過した日から８年間とする。

(7)新株予約権の行使の条件

①新株予約権の割当を受けた者（以下「新株予約権者」という。）は、権利行

使時においても当社のまたは当社子会社の取締役または従業員（他社に出向

している従業員を含む。）、または、当社の協力取引先あるいは当該協力取引

先の役員または従業員であることを要する。ただし、関係会社への出向、ま

たは定年退職など当社取締役会が正当な理由があると認めた場合はこの限り

ではない。

②新株予約権者が死亡した場合、その相続人は、本総会決議及び新株予約権発

行の取締役会決議に基づき、当社と新株予約権者との間で締結する「新株予

約権割当契約」に定める条件に従い、当該新株予約権を行使することができ

る。

③その他の条件については、本総会決議及び新株予約権発行の取締役会決議に

基づき、当社と新株予約権者との間で締結する「新株予約権割当契約」に定

めるところによる。

(8)新株予約権の取得事由及び条件

①当社が消滅会社となる合併契約書が承認された場合、当社が完全子会社とな

る株式交換契約書承認の議案もしくは株式移転の議案につき当社株主総会で

承認された場合は、当社は新株予約権を無償で取得することができる。

②新株予約権者が権利行使をする前に、権利行使の条件に該当しなくなったた

め新株予約権を行使できなくなった場合、または、新株予約権者が新株予約

権の全部または一部を放棄した場合は、当社は当該新株予約権を無償で取得

することができる。

(9)新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本

準備金に関する事項

①新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金の額

は、会社計算規則第17条第１項の規定に従い算出される資本金等増加限度額

に２分の１を乗じて得た額とし、計算の結果生じる１円未満の端数は、これ

を切り上げるものとする。

②新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本準備金の

額は、上記①記載の資本金等増加限度額から上記①に定める増加する資本金

の額を減じて得た額とする。
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(10)新株予約権の譲渡制限

新株予約権を譲渡するには、当社の取締役会の承認を要する。

(11)株式交換・株式移転時等の新株予約権の処理の方針等

当社が、合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割若しくは

新設分割（それぞれ当社が分割会社となる場合に限る。）、又は株式交換若しく

は株式移転（それぞれ当社が完全子会社となる場合に限る。）（以上を総称して

以下「組織再編行為」という。）をする場合において、組織再編行為の効力発生

日（吸収合併につき吸収合併がその効力を生ずる日、新設合併につき新設合併

設立株式会社の成立の日、吸収分割につき吸収分割がその効力を生ずる日、新

設分割につき新設分割設立株式会社の成立の日、株式交換につき株式交換がそ

の効力を生ずる日、及び株式移転につき株式移転設立完全親会社の成立の日を

いう。以下同じ。）において行使されておらずかつ当社により取得されていない

新株予約権（以下「残存新株予約権」という。）を保有する新株予約権者に対

し、それぞれの場合につき、会社法第236条第１項８号のイからホまでに掲げる

株式会社（以下「再編対象会社」という。）の新株予約権をそれぞれ交付するこ

ととする。この場合においては、残存新株予約権は消滅し、再編対象会社は新

株予約権を新たに発行するものとする。ただし、以下の各号に沿って再編対象

会社の新株予約権を交付する旨を、吸収合併契約、新設合併契約、吸収分割契

約、新設分割計画、株式交換契約又は株式移転計画において定めることを条件

とする。

①交付する再編対象会社の新株予約権の数

新株予約権者が保有する残存新株予約権の数と同一の数をそれぞれ交付す

る。

②新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類

再編対象会社の普通株式とする。

③新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数

組織再編行為の条件等を勘案の上、上記「（2）新株予約権の目的となる株

式の種類及び数」等に準じて合理的に決定する。

④新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

交付される各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、（5）に

従って定める調整後行使価額に、上記③に従って決定される当該各新株予

約権の目的である再編対象会社の株式の数を乗じて得られる金額とする。

⑤新株予約権を行使することができる期間

上記「（6）新株予約権の行使期間」の開始日又は組織再編行為の効力発生

日のうちいずれか遅い日から、上記「（6）新株予約権の行使期間」の満了

日までとする。
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⑥新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び

資本準備金に関する事項

上記「（9）新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する

資本金及び資本準備金に関する事項」に準じて決定する。

⑦譲渡による新株予約権の取得の制限

譲渡による新株予約権の取得については、再編対象会社の取締役会の承認

を要する。

⑧新株予約権の取得事由及び条件

上記「（8）新株予約権の取得事由及び条件」に準じて決定する。

(12)新株予約権を行使した際に生じる１株に満たない端数の取決め

新株予約権を行使した新株予約権者に交付する株式の数に、１株に満たな

い端数がある場合には、これを切り捨てるものとする。

(13)新株予約権に関するその他の内容

新株予約権に関するその他の内容については、新株予約権の募集事項を決

定する当社取締役会において定めるものとする。

以 上
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〈メ モ 欄〉
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会 場 ご 案 内 図

会 場 東京都港区北青山３丁目６番８号

青山ダイヤモンドホール地下１階 サファイアルーム

電話 （03）5467－2111

　 交通のご案内

　 ・地下鉄銀座線・半蔵門線・千代田線表参道駅Ｂ５出口直結

　 ・地下鉄副都心線明治神宮前<原宿>駅徒歩10分

　 ・ＪＲ山手線原宿駅徒歩15分

＊駐車場の準備はいたしておりませんので、あらかじめご了承くださいますようお願い申しあげま
す。
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